様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年　3月　16日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かぶしきがいしゃまるはちゃぎょう                
一般事業主の氏名又は名称　株式会社まるは茶業                  
（ふりがな） 　はぎむら　けん                
（法人の場合）代表者の氏名  代表取締役　萩村　健　         印   
住所　〒512-1105
三重県四日市市水沢町3194-3
法人番号　　7190002021060　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022
2 まるは茶業グループ　DX推進に関して

	公表日
	1 2022　年　2　月　9　日
2 2024　年　1　月　8　日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社コーポレートサイト内にて公表
1 「まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022」基本ビジョン
https://maruhateas.com/news/dx-2022/

追記
2 まるは茶業グループDX推進に関して
https://maruhateas.com/news/news-240108/

	記載内容抜粋
	1 まるは茶業グループはめまぐるしい環境変化に対応し、産業を革新すべく、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進を強化してまいります。

基本ビジョン
・スマート農業の実践による高収益化
・スマートファクトリー
・エコシステム構築によるプラットフォーム提供
・データドリブン経営の推進
・独自性の強いコア業務へ集中しやすい環境作り

追記
2 今後、まるは茶業グループが目指す先
経験・勘だけに頼らないデータドリブン経営の先、AIを活用したAIドリブン経営を目指す

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	情報開示は、取締役会で承認された内容に基づき公表されている。


(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022


	公表日
	　　2022　年　2　月　9　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社コーポレートサイト内「まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022」推進シナリオにて公表
https://maruhateas.com/news/dx-2022/

	記載内容抜粋
	DX推進基本ビジョン2022を実現するために、以下のフェーズに分けて取り組んでまいります。

フェーズ１：データ収集の自動化（環境センサー設置等）、記録帳票類のデジタル化、業務フローの整理整頓及び自動化                 
 フェーズ２：データの活用、バックオフィスの効率化、システムの連動化、ワークスタイルの変革
フェーズ３：エコシステム構築によるプラットフォーム提供、Eコマースサイトの稼働、DX人材の育成・標準化
各フェーズにおいて、産業を革新し、新たな価値で人々の暮らしを変化させていきます。

フェーズ１において、環境センサー等を設置して、高品質高効率な栽培手法を調査するためのデータ収集、AIによる、摘採期の予測を行う。
また、フェーズ２において、データの活用として、環境センサーからのデータによる作業計画の立案。散布肥料と防除の最適化で効率的な農業経営、データドリブン経営として、バックオフィス効率化、システムの連動化を行う。
具体的には、BIを活用し、経営分析・財務分析・営業分析・製造分析・生産分析・売上分析を実施し、成果を上げる。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	情報開示は、取締役会で承認された内容に基づき公表されている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社コーポレートサイト内「まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022」推進体制にて公表
https://maruhateas.com/news/dx-2022/


	記載内容抜粋
	社長直轄のDXプロジェクトチームを新設し、デジタル人材育成・IT導入促進・ITツールの活用をサポートすることによりグループ全体でDX推進に取り組んでまいります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社コーポレートサイト内「まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022」基本ルールにて公表
https://maruhateas.com/news/dx-2022/


	記載内容抜粋
	スマート農業を実践するためのデータ収集ツール（環境センサー、定点カメラ等）の設置
DXを実現するプラットフォームの整備
ノウハウの蓄積
ERPシステム集約・共有化
社員がコア業務に集中出来るように、デジタイゼーション、BPOとRPAの活用
BIツールを活用したデータドリブン経営の推進
全社員へのITツール（タブレット・PC）の配布



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022
②まるは茶業グループ　DX推進に関して


	公表日
	①　2022　年　2　月　9　日
②　2024　年　1　月　8　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①「まるは茶業グループ　DX推進基本ビジョン2022」基本ビジョン
https://maruhateas.com/news/dx-2022/

追記
②まるは茶業グループDX推進に関して
https://maruhateas.com/news/news-240108/


	記載内容抜粋
	①まるは茶業グループはめまぐるしい環境変化に対応し、産業を革新すべく、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進を強化してまいります。
　　　基本ビジョン
　　　・スマート農業の実践による高収益化
　　　・スマートファクトリー
　　　・エコシステム構築によるプラットフォーム提供
　　　・データドリブン経営の推進
　　　・独自性の強いコア業務へ集中しやすい環境作り
追記
②今後、まるは茶業グループが目指す先
経験・勘だけに頼らないデータドリブン経営の先、AIを活用したAIドリブン経営を目指す



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　2022　　年　2　月　9　日


	発信方法
	弊社コーポレートサイト内「DX推進に関して」トップメッセージとして公表
https://maruhateas.com/news/topmesse_dx/
他、代表SNS等で随時発信

	発信内容
	当社の中長期的成長のキーとなるのがDXであり、これに積極的に投資するとともに社内体制を整備し、より高収益な企業へと発展させます。

集約労働的な産業ながら、高効率で一人当たりの経常利益が高い経営を目指します。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2022　年　2　月頃　～　　　継続実施中

	実施内容
	DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイト
https://www.ipa.go.jp/digital/dx-suishin/about.html
より入力している。
受付番号： 202402AH00002435



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2022　年　2　月頃　～　　　継続実施中

	実施内容
	当社は2022年2月にSECURITY ACTION制度に基づき二つ星の自己宣言を実施しております。

毎月実施する環境整備点検と称する点検にて社長がPCをチェックしている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

